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東
京
２
０
２
０
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
が
閉
幕
し
ま
し
た
。
開
幕
前

は
賛
否
両
論
、
い
ざ
始
ま
っ
て

し
ま
え
ば
多
く
の
人
が
熱
中
し

て
い
る
中
、
私
も
す
っ
か
り
テ

レ
ビ
観
戦
で
楽
し
ん
で
い
ま
し

た
▼
思
え
ば
４
年
前
に
他
界
し

た
祖
母
は
ス
ポ
ー
ツ
観
戦
が
好

き
で
、「
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
ま

で
は
元
気
で
頑
張
る
」と
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
観
戦
を
目
標
に
し
て
い

ま
し
た
。
残
念
な
が
ら
そ
れ
も

叶
わ
ず
亡
く
な
り
ま
し
た
が
、
戦
時
中
か
ら
定
年
ま

で
看
護
師
と
し
て
働
い
て
い
た
祖
母
が
生
き
て
い
た

ら
、
今
回
の
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
や
コ
ロ
ナ
禍
の
状
況
を

ど
の
よ
う
に
見
て
評
価
す
る
の
だ
ろ
う
か
と
考
え
ま

す
▼
無
理
な
話
で
す
が
、
久
し
ぶ
り
に
祖
母
と
話
が

し
た
い
で
す
。

﹇
㈱
環
境
管
理
セ
ン
タ
ー
　

事
務
員
　
チ
ャ
ピ
ー
﹈

―― オリンピック ――（第15回）

　

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
生
ご
み
処
理
シ
ス
テ
ム
協
会
に
よ
る
と
、
２
０
２
０
年
度
の

デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
排
水
処
理
シ
ス
テ
ム
の
集
合
住
宅
向
け
出
荷
台
数
は
３
万
２
３
７
６
台
と
な

り
、
前
年
度
比
18
・
６
％
増
と
２
年
ぶ
り
に
増
加
に
転
じ
ま
し
た
。
こ
の
数
年
を
み
る
と
、

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
着
工
戸
数
に
占
め
る
割
合
が
約
３
割
で
推
移
し
て
お
り
、
一
定
規
模
で
定

着
し
て
い
る
状
況
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

統
計
デ
ー
タ
の
推
移
を

み
る
と
、
２
０
０
０
年
度

以
降
か
ら
出
荷
台
数
が
増

え
始
め
、
２
０
０
７
年
度

に
は
６
万
５
８
０
３
台
と

な
り
ピ
ー
ク
を
迎
え
ま

す
。
そ
の
後
、リ
ー
マ
ン
・

シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
で
２
０ 

０
９
年
度
に
３
万
台
、
さ

ら
に
２
０
１
１
年
度
は
東

日
本
大
震
災
が
発
生
し

２
万
台
に
下
落
し
ま
し
た

が
、
２
０
１
２
年
度
以
降

は
増
減
を
繰
り
返
し
つ

つ
、
平
均
す
る
と
３
万
台

ベ
ー
ス
を
維
持
し
て
い
る

状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
０
２
０
年
度
ま
で
の
累

計
台
数
は
、
76
万
６
２
０ 

５
台
と
な
り
ま
し
た
。

　

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
の
着

工
戸
数
に
占
め
る
比
率
を

み
る
と
、
最
も
高
か
っ
た

の
は
２
０
０
９
年
度
の

50
・
２
％
で
、
そ
の
後
は

25
〜
30
％
台
で
推
移
。
直

近
５
年
間
で
は
平
均
28
％

で
し
た
。

　

地
域
別
で
み
る
と
、
２ 

０
２
０
年
度
は
北
海
道
が

４
４
９
台
・
前
年
度
比

38
・
２
％
増
（
シ
ェ
ア
１
・

４
％
）、
東
北
は
５
４
９

台
・
同
22
・
０
％
減
（
同

１
・
７
％
）、
東
京
圏
は

２
万
８
６
８
台
・
同
28
・

０
％
増
（
同
64
・
５
％
）、

北
関
東
は
３
４
８
台
・
同

50
・
３
％
減
（
同
１
・
１ 

％
）、
甲
信
越
は
１
０
９

台
（
前
年
度
は
０
台
、
同

０
・
３
％
）、
北
陸
は
１
６ 

５
台
・
同
１
５
７
・
８
％

増
（
同
０
・
５
％
）、
東
海

は
２
１
０
７
台
・
同
46
・

０
％
増
（
同
６
・
５
％
）、

近
畿
は
６
５
０
２
台
・
同

８
・
１
％
増
（
同
20
・
１ 

％
）、
中
国
は
１
７
１
台
・

同
65
・
９
％
減
（
同
０
・

５
％
）、
四
国
は
実
績
な

し
、
九
州
・
沖
縄
は
１
１ 

０
８
台
・
同
11
・
８
％
減

（
同
３
・
４
％
）。
分
譲
マ

ン
シ
ョ
ン
の
着
工
戸
数
が

多
い
東
京
圏
の
シ
ェ
ア

が
、
平
均
６
割
前
後
と
い

う
状
況
が
続
い
て
い
ま

す
。

　

戸
建
住
宅
に
つ
い
て

は
、
２
０
０
５
年
度
か
ら

の
統
計
調
査
で
は
、
２
０ 

２
０
年
度
ま
で
の
累
計
で

１
２
１
８
戸
・
１
２
２
９

台
（
１
戸
当
た
り
複
数
台

設
置
例
あ
り
）
の
実
績
が

あ
り
ま
し
た
。
た
だ
、

２
０
０
６
年
度
の
４
０
３

台
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
、

２
０
０
８
年
度
か
ら
は
２

桁
で
推
移
。
２
０
１
６
年

度
か
ら
は
出
荷
実
績
は
０

と
な
っ
て
い
ま
す
。

20
年
度
３・２
万
台
出
荷
、２
年
ぶ
り
増
加

デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
排
水
処
理
シ
ス
テ
ム

FWPA

地域別ディスポーザ排水処理システム出荷台数（集合住宅）
地域 /年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 累計

北海道
物件数 17 10 10 3 6 4 0 7 2 1 3 4 0 2 3 2 104

台数 926 539 719 686 405 212 0 428 95 46 420 381 0 495 325 449 7,910

東北
物件数 6 4 9 7 7 1 4 2 2 1 2 2 11 1 7 7 81

台数 545 223 1,079 1,114 721 182 361 74 113 0 270 185 695 156 704 549 7,648

東京圏
物件数 227 243 263 270 170 147 178 216 201 181 180 182 191 154 145 135 3,757

台数 34,123 35,973 46,577 40,209 25,337 22,442 21,469 26,538 28,016 23,637 24,609 22,463 20,117 22,505 16,298 20,868 527,220

北関東
物件数 4 5 11 12 6 4 5 3 2 2 7 3 5 2 4 3 89

台数 554 794 1,000 1,809 525 231 447 336 161 143 657 705 373 426 700 348 10,015

甲信越
物件数 1 5 1 6 4 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 1 31

台数 110 489 145 606 483 0 0 0 0 0 0 467 0 112 0 109 3,069

北陸
物件数 4 3 3 0 1 1 0 0 0 2 3 0 1 0 1 2 45

台数 173 154 147 0 39 32 0 0 0 199 136 0 87 0 64 165 2,328

東海
物件数 17 14 20 15 13 13 13 13 21 26 29 26 23 14 21 24 360

台数 1,539 1,592 2,963 1,133 1,464 1,353 1,369 2,371 1,865 2,016 1,813 1,337 2,383 774 1,443 2,107 31,617

近畿
物件数 95 72 75 79 51 41 37 36 61 58 62 46 55 43 40 53 1,170

台数 9,378 8,871 11,092 12,218 7,854 5,571 4,735 6,050 8,480 6,992 9,140 4,958 7,605 6,870 6,016 6,502 148,565

中国
物件数 2 4 3 0 1 1 1 3 1 0 4 4 2 1 1 1 36

台数 216 193 321 0 2 219 52 137 44 0 320 1,566 269 152 501 171 4,681

四国
物件数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

台数 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 99

九州 

沖縄

物件数 10 31 18 5 21 12 4 6 8 8 8 9 17 8 14 12 270

台数 949 2,600 1,760 850 1,677 988 320 702 979 330 813 659 752 1,573 1,256 1,108 23,053

合計
物件数 384 391 413 397 280 224 242 286 298 279 298 278 305 227 236 240 5,945

台数 48,575 51,428 65,803 58,625 38,507 31,230 28,753 36,636 39,753 33,363 38,178 32,721 32,281 33,063 27,307 32,376 766,205

※１　分譲マンション着工戸数は国土交通省 「住宅着工統計」 をもとに長谷工総合研究所作成

※２ �1996 ～ 2004 年度竣工実績は （一 ・ 財） 茨城県薬剤師会検査センター調べ、 2005 ～ 2020 年度出荷実績はＮＰＯ法人ディスポーザ生ごみ処理シ

ステム協会調べ

※３　累計は 1996 ～ 2004 年度分含む� 出所 ： ＮＰＯ法人ディスポーザ生ごみ処理システム協会
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　一般社団法人全国管洗浄協会は、1981年（昭和56年）６月
に「全国管クリーニング協会」として設立し、今年で40周年
を迎えました。排水管清掃業界を取り巻く環境は、時代ととも
に大きく変化し、建築物の衛生管理における排水管清掃の重要
性は年々高まっています。また、地道に適切な業務に取り組ん
できた会員の皆様の努力が、協会・業界の社会的信頼につながっ
ています。今号は、３回目として2001年〜2010年の10年間
を振り返ります。

排水管清掃業界を振り返る
3 2001年〜2010年

40周年
企画

国
内
外
で
厳
し
い

局
面
に

　

21
世
紀
に
入
り
、
日
本

で
は
構
造
改
革
を
掲
げ
る

小
泉
内
閣
が
発
足
し
、
中

央
省
庁
の
再
編
（
厚
生
労

働
省
、
国
土
交
通
省
の
誕

生
）、
郵
政
民
営
化
が
行

わ
れ
ま
し
た
。
２
０
０
６

年
９
月
の
総
辞
職
後
か
ら

毎
年
ト
ッ
プ
が
交
代
し
、

２
０
０
９
年
に
は
16
年
ぶ

り
に
政
権
交
代
が
行
わ

れ
、
民
主
党
政
権
が
誕
生

し
ま
し
た
。

　

一
方
、
２
０
０
１
年
９

月
11
日
に
ア
メ
リ
カ
で
同

時
多
発
テ
ロ
が
発
生
し
、

２
年
後
に
は
イ
ラ
ク
戦
争

が
勃
発
。
２
０
０
８
年
秋

の
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

に
よ
り
、
日
本
も
含
め
景

気
が
一
気
に
冷
え
込
み
ま

し
た
。

　

明
る
い
話
題
と
し
て

は
、
イ
チ
ロ
ー
が
大
リ
ー

グ
の
年
間
最
多
安
打
記
録

を
更
新
（
２
０
０
４
年
）。

探
査
機
「
は
や
ぶ
さ
」
の

７
年
ぶ
り
の
地
球
へ
の
帰

還
（
２
０
１
０
年
）
は
、

映
画
化
も
さ
れ
ま
し
た
。

変
容
す
る
設
備

　

１
９
９
０
年
代
後
半
か

ら
、
本
格
的
に
「
大
規
模

開
発
・
超
高
層
タ
ワ
ー
マ

ン
シ
ョ
ン
」
ブ
ー
ム
が
到

来
し
、
首
都
圏
湾
岸
エ
リ

ア
を
中
心
に
数
多
く
の
マ

ン
シ
ョ
ン
が
供
給
さ
れ
ま

し
た
。こ
れ
ら
を
背
景
に
、

建
築
設
備
関
連
も
大
き
く

変
化
し
て
い
ま
す
。

　

特
殊
継
手
排
水
シ
ス
テ

ム
（
単
管
式
排
水
シ
ス
テ

ム
）
は
、
２
０
０
３
年
に

香
港
・
ア
モ
イ
ガ
ー
デ
ン

で
発
生
し
た
Ｓ
Ａ
Ｒ
Ｓ

（
重
症
急
性
呼
吸
器
症
候

群
）
を
機
に
開
発
さ
れ
ま

し
た
。
そ
れ
ま
で
の
伸
頂

通
気
方
式
よ
り
も
管
内
圧

力
を
抑
え
、
ト
ラ
ッ
プ
破

封
を
防
ぐ
た
め
に
継
手
部

分
を
工
夫
し
て
い
ま
す
。

　

マ
ン
シ
ョ
ン
の
高
付
加

価
値
設
備
と
し
て
、
デ
ィ

ス
ポ
ー
ザ
排
水
シ
ス
テ
ム

の
導
入
が
進
ん
だ
の
も
こ

の
こ
ろ
。
２
０
０
０
年
以

降
の
「
新
・
三
種
の
神
器
」

と
し
て
、
人
気
が
高
ま
っ

て
き
ま
し
た
。

　

世
界
的
な
環
境
意
識
の

高
ま
り
を
受
け
、
ト
イ
レ

の
節
水
化
も
進
み
ま
し

た
。
欧
米
な
ど
で
使
用
水

量
６
リ
ッ
ト
ル
が
規
格
化

さ
れ
、
日
本
で
も
ベ
タ
ー

リ
ビ
ン
グ
優
良
住
宅
部
品

性
能
基
準
と
し
て
、
超
節

水
型
の
場
合
、
大
洗
浄
で

６
・
５
リ
ッ
ト
ル
以
下
、

小
洗
浄
で
５
リ
ッ
ト
ル
以

下
と
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

新
規
設
備
の
導
入
に
伴

い
、
排
水
管
内
の
搬
送
性

能
の
維
持
・
確
保
、
排
水

シ
ス
テ
ム
を
考
慮
し
た
導

入
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に

な
っ
た
と
い
え
ま
す
。

　

ま
た
こ
の
時
期
、
マ
ン

シ
ョ
ン
ス
ト
ッ
ク
の
増
加

に
伴
い
、
管
理
を
め
ぐ
る

問
題
が
顕
在
化
し
て
き
た

た
め
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

士
制
度
や
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
会
社
登
録
制
度
の
創
設

な
ど
、
関
連
法
が
相
次
い

で
制
定
。
さ
ら
に
２
０
０ 

５
年
11
月
に
耐
震
偽
装
事

件
が
発
覚
し
た
こ
と
を
受

け
、
２
０
０
７
年
６
月
に

建
築
基
準
法
が
改
正
さ

れ
、
建
築
確
認
申
請
が
厳

格
化
さ
れ
ま
し
た
。

排
水
管
清
掃
業
が

登
録
業
種
に

　

２
０
０
１
年
末
に
建
築

物
衛
生
法
が
改
正
さ
れ

（
２
０
０
２
年
４
月
施

行
）、
排
水
管
清
掃
業
が

登
録
業
種
と
な
り
、
業
界

は
大
き
な
一
歩
を
踏
み
出

し
ま
し
た
。

　

登
録
業
種
で
は
、
監
督

者
講
習
・
従
事
者
研
修
を

行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

監
督
者
講
習
に
つ
い
て

は
、
ビ
ル
管
理
教
育
セ
ン

タ
ー
（
現
日
本
建
築
衛
生

管
理
教
育
セ
ン
タ
ー
）
が

実
施
団
体
と
な
り
、
全
管

協
は
同
講
習
会
に
講
師
を

派
遣
。
ま
た
、
従
事
者
研

修
の
実
施
に
向
け
て
、
同

セ
ン
タ
ー
と
と
も
に
準
備

を
進
め
、「
建
築
物
排
水
管

清
掃
作
業
従
事
者
研
修
指

定
機
関
」
と
し
て
厚
生
労

働
大
臣
よ
り
認
定
を
受
け

ま
し
た
（
２
０
０
４
年
３

月
に
指
定
機
関
制
か
ら
登

録
機
関
制
に
変
更
）。
２ 

０
０
３
年
５
月
に
第
１
回

目
の
研
修
を
ス
タ
ー
ト

し
、
当
協
会
の
主
力
事
業

の
１
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

法
人
化
を
実
現

　

全
管
協
の
組
織
体
制

も
、
法
人
化
を
実
現
し
ま

し
た
。
２
０
０
２
年
に
中

間
法
人
法
が
施
行
さ
れ
た

こ
と
を
受
け
、
同
年
５
月

に
有
限
責
任
中
間
法
人

化
。
そ
の
後
、
２
０
０
８

年
に
同
法
が
廃
止
さ
れ
、

一
般
社
団
法
人
法
が
施
行

し
た
こ
と
か
ら
、
２
０
０ 

９
年
５
月
に
一
般
社
団
法

人
に
移
行
し
ま
し
た
。
そ

の
間
、事
業
部
や
管
理
部
、

支
部
体
制
（
当
時
は
９
支

部
）
を
整
え
、
組
織
強
化

を
図
っ
て
い
き
ま
し
た
。

　

ま
た
会
員
へ
の
技
術
支

援
・
資
質
向
上
を
図
る
た

め
、
全
国
各
地
で
の
技
術

セ
ミ
ナ
ー
も
継
続
実
施
す

る
と
と
も
に
、
技
術
委
員

会
が
中
心
と
な
り
、
ビ
ル

管
理
教
育
セ
ン
タ
ー
主
催

の
「
建
築
物
環
境
衛
生
管

理
全
国
大
会
」
で
、
排
水

管
清
掃
に
関
す
る
研
究
論

文
を
発
表
。
排
水
管
清
掃

の
重
要
性
を
幅
広
く
周
知

す
る
た
め
、
現
在
も
毎
年

発
表
を
続
け
て
い
ま
す
。

全国管洗浄協会 40 年のあゆみ　③ 2001〜 2010 年
年 協会の歩み 関連行政 ・法体制

2001 年

( 平成 13 年 )

（ ５月） 第 21 回通常総会を開催 

事業部 ・ 管理部 ・ 支部統括部、 ９支

部体制を構築

（１月） 省庁再編で厚生省 ・ 労働省は厚生労

働省、 建設省は国土交通省として発足

（12 月） 所在地を東京都中央区八重

洲に移転

（６月） 中間法人法施行

（８月） マンション管理適正化法施行

厚生労働省 「遊泳用プールの衛生基準」 改訂

（12 月） 建築物衛生法 （ビル管理法） 一部改

正法公布。 建築物排水管清掃業を新たに登録

業種に加え８業種に拡大

2002 年

( 平成 14 年 )

（５月） 第 22 回通常総会開催。 「全

国管洗浄更生協会」 を解散し、 新た

に 「有限責任中間法人全国管洗浄

協会」 を設立

（２月） ビル管理教育センター、 全管協による

排水管清掃業中央協議会を発足。 従事者研修

の実施に向け協議

（６月） 排水管清掃作業監督者講習

会への講師派遣を開始

（４月） 改正建築物衛生法施行

（７月） ホームページを開設、 全管協

のイメージマークを作成 （左）

（６月） マンション建替え円滑化法制定

（12 月） 厚生労働大臣より、 建築物

排水管清掃作業従事者研修の指定

機関として認定 （厚生労働省発第

1225007 号）

（９月） 厚生労働省　入浴施設におけるレジオ

ネラ症防止対策の実施状況の緊急一斉点検を

指示

2003 年

( 平成 15 年 )

（３月） 「建築物排水管清掃作業従事

者研修」 を初めて実施

（５月） 厚生労働省 「水質基準に関する省令」

公布 （2004 年４月施行）

（５月） 第 1 回定時社員総会を開催 （６月） 改正区分所有法施行

（７月） 「公益法人に係る改革を推進するため

の厚生労働省関係法律の整備に関する法律」

公布。 指定制度を廃止し登録制度へ移行

2004 年

( 平成 16 年 )

（３月） 厚生労働大臣より、 建築物

排水管清掃作業従事者研修登録機

関として認定

（１月） マンション標準管理規約改正

（２月） 文部科学省 「学校環境衛生の基準」

改訂

2005 年

( 平成 17 年 )

（10 月） 各支部組織が正式に発足。

組織強化及び活動の活性化を図るべ

く第 1回支部長会議を開催

（12 月） マンション管理標準指針策定

2006 年

( 平成 18 年 )

（３月） 会員数 200 社到達 (203 社 ) （７月） 全国ビルメンテナンス協会創立 40 周年

（10 月） 排水管清掃業中央協議会に

より排水管清掃作業従事者研修用テ

キスト改訂版を発刊　

2007 年

( 平成 19 年 )

空気調和 ・衛生工学会創立 90 周年

（６月） 改正建築基準法施行 （建築確認申請

の厳格化）

2008 年

( 平成 20 年 )

（１月） 池崎代表理事が建築物の環

境衛生管理事業功労者として、 ( 財 )

ビル管理教育センター会長賞を受賞

（４月） 厚生労働省により、 建築物環境衛生維

持管理要領が改定され、 建築物における維持

管理マニュアルを策定

（12 月） 一般社団法人法施行に伴い中間法人

法が廃止

2009 年

( 平成 21 年 )

（１月） 難波専務理事が建築物の環

境衛生管理事業功労者として、 ( 財 )

ビル管理教育センター会長賞を受賞

（５月） 第 7 回定時社員総会で定款

変更が決議され、 一般社団法人全

国管洗浄協会に移行

2010 年

( 平成 22 年 )

（１月） 山下専務理事が建築物の環

境衛生管理事業功労者として、 ( 財 )

ビル管理教育センター会長賞を受賞

（10 月） マンション標準管理委託契約改正

（2）令和３年10月号全　管　協　ニ　ュ　ー　ス（毎月１回発行）第４０９号



新役員登場！
　2021年５月28日に開催した第19回定時総会で
役員改選が行われ、2021・2022年度の新役員体
制がスタートしました。新役員（理事・監事）と
新支部長をご紹介します。

関根 英明理事
東北・北関東支部長

大協和工業㈱ 代表取締役
　この度、東北・北関東支部長に就任させていただ
きました大協和工業株式会社の関根です。弊社は
1974年より、埼玉県さいたま市を拠点に、給排水設
備のメンテナンスと清掃・工事を営み続け、今年で
47年を迎える会社になります。
　もとより微力ではございますが コロナ禍における
大変厳しい社会情勢の中、協会と支部の発展に力を
尽くして参る所存です。今後ともどうぞよろしくお願
い申し上げます。
これまでの協会活動 総務委員８年、東北・北関東支部幹

事３年、従事者研修講師５年
趣味・特技など 音楽鑑賞、ドライブ、サイクリング

役員選任・支部規程
見直しなど協議

第２回常務理事会

　

当
協
会
は
２
０
２
１
年

度
第
２
回
常
務
理
事
会
を

８
月
30
日
午
後
１
時
半
よ

り
、
Ｗ
ｅ
ｂ
会
議
形
式
で

開
催
し
ま
し
た
。

　

上
之
原
靖
理
事
長
を
議

長
に
選
任
後
、
①
２
０
２ 

１
年
度
収
支
決
算
（
４
〜

７
月
）
経
過
報
告
②
理
事

候
補
者
選
任
時
の
支
部
対

応
③
支
部
規
程
見
直
し
④

建
築
物
排
水
管
清
掃
技
士

資
格
講
習
・
再
講
習
の
オ

ン
ラ
イ
ン
講
習
⑤
各
委
員

会
活
動
状
況
⑥
規
程
類
の

整
備
⑦
全
国
中
小
企
業
団

体
中
央
会
の
休
業
補
償
プ

ラ
ン
制
度
な
ど
の
議
題
に

つ
い
て
、審
議
し
ま
し
た
。

◇
理
事
候
補
者
選
任
時
の

対
応

　
「
理
事
候
補
者
の
資
格

と
資
質
の
精
査
」（
役
員

選
任
規
程
第
５
条
）
に
つ

い
て
、
こ
れ
ま
で
は
役
員

登
記
の
際
に
「
全
部
事
項

証
明
書
」
を
提
出
す
る
形

で
確
認
し
て
い
た
が
、
総

務
委
員
会
よ
り
提
案
さ
れ

た
、
①
支
部
が
新
任
理
事

候
補
者
を
選
任
す
る
際
に

同
条
の
手
続
き
を
徹
底
し

た
上
で
、
②
理
事
候
補
者

に
「
誓
約
書
」
を
提
出
し

て
も
ら
う
、
と
の
変
更
案

に
つ
い
て
、
原
案
ど
お
り

承
認
。

◇
支
部
規
程
の
見
直
し

　

支
部
規
程
に
、
支
部
役

員
の
選
任
方
法
や
支
部
長

の
役
割
な
ど
が
規
定
さ
れ

て
い
な
か
っ
た
こ
と
か

ら
、
総
務
委
員
会
よ
り
、

①
支
部
長
は
支
部
選
出
理

事
の
中
か
ら
互
選
、
理
事

会
決
議
を
経
て
理
事
長
に

よ
り
任
命
②
役
員
（
支
部

長
以
外
）
選
出
は
、
支
部

長
が
支
部
内
正
会
員
・
賛

助
会
員
か
ら
選
任
し
、
支

部
幹
事
会
の
承
認
を
経
て

理
事
会
に
報
告
す
る
、
な

ど
を
含
め
た
修
正
案
に
つ

い
て
、原
案
ど
お
り
承
認
。

◇
建
築
物
排
水
管
清
掃
技

士
資
格
講
習
・
再
講
習
の

オ
ン
ラ
イ
ン
講
習

　

事
務
局
よ
り
、
７
月
13

日
に
座
学
講
義
の
撮
影
が

終
了
し
た
こ
と
を
報
告
。

◇
規
程
類
の
整
備

　

総
務
委
員
会
で
決
定
し

た
、
理
事
・
監
事
な
ど
当

協
会
役
員
へ
の
規
程
配
布

に
つ
い
て
承
認
。

◇
全
国
中
小
企
業
団
体
中

央
会
の
休
業
補
償
制
度

　

プ
ラ
ン
の
補
償
内
容
な

ど
を
確
認
し
、
理
事
会
に

審
議
事
項
と
し
て
上
程
す

る
こ
と
を
承
認
。

に
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
活
動

は
、
東
京
支
部
で
開
催
す

る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
セ
ミ
ナ
ー

を
、
他
支
部
で
も
検
討
す

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

７
月
下
旬
か
ら
販
売
を
開

　

当
協
会
近
畿
支
部
は
７

月
26
日
午
後
３
時
か
ら
、

大
阪
科
学
技
術
セ
ン
タ
ー

６
０
１
号
室
（
大
阪
市
）

で
第
１
回
支
部
幹
事
会
を

開
催
し
ま
し
た
。

始
し
た
会
員
向
け
バ
ッ
ジ

は
予
定
数
を
超
え
、
追
加

発
注
し
た
こ
と
が
事
務
局

か
ら
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
当
協
会
が

加
入
し
て
い
る
全
国
中
小

企
業
団
体
中
央
会
が
提
供

　

同
支
部
の
三
神
亮
幹
事

（
㈱
マ
ル
ナ
カ
）
の
後
任

と
し
て
同
社
の
金
山
三
朝

氏
の
選
任
を
決
定
し
ま
し

た
。

　

今
期
活
動
に
つ
い
て

　

厚
生
労
働
省
は
８
月
13

日
、
２
０
２
１
年
度
の
都

道
府
県
別
の
最
低
賃
金

（
時
給
）
が
、
全
国
平
均
で

前
年
度
28
円
増
の
９
３
０

円
に
な
っ
た
こ
と
を
公
表

し
ま
し
た
。

　

７
月
の
中
央
最
低
賃
金

審
議
会
（
厚
労
相
の
諮
問

機
関
）
で
は
、
28
円
の
引

き
上
げ
目
安
額
を
示
し
、

支
援
策
を
協
議
。
副
賞
の

拡
充
や
動
画
に
よ
る
Ｐ

Ｒ
、
賛
助
会
員
向
け
に
は

「
全
管
協
ニ
ュ
ー
ス
」
や

Ｈ
Ｐ
へ
の
広
告
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
な
ど
の
意
見
が
出

さ
れ
、
副
賞
の
金
額
範
囲

な
ど
の
確
認
や
会
社
・
個

人
の
対
応
な
ど
に
つ
い

て
、
継
続
審
議
す
る
こ
と

「
誓
約
書
」
を
提
出
し
て

も
ら
う
こ
と
を
承
認
。「
誓

約
書
」
案
を
作
成
し
、
常

務
理
事
会
と
支
部
活
性
化

委
員
会
で
審
議
し
て
も
ら

う
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

会
員
増
強
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
に
つ
い
て
は
、
紹
介
会

社
へ
の
報
奨
制
度
以
外
の

施
策
を
要
望
す
る
声
が
支

部
か
ら
上
が
っ
て
き
た
こ

と
か
ら
、
会
員
側
の
活
動

　

ま
た
、
前
回
の
委
員
会

で
継
続
審
議
と
な
っ
て
い

た
支
部
選
出
理
事
候
補
者

の「
資
格
と
資
質
の
精
査
」

の
確
認
方
法
に
つ
い
て

は
、
役
員
選
任
規
程
第
５

条
２
項
（
所
属
会
社
で
の

役
職
（
取
締
役
）
と
協
会

活
動
の
権
限
移
譲
者
）・

４
項（
就
任
時
75
歳
未
満
）

へ
の
該
当
、
反
社
会
勢
力

者
で
な
い
こ
と
を
示
す

Ｄ
Ｇ
ｓ
活
動
（
ピ
ン
バ
ッ

ジ
販
売
）
な
ど
に
つ
い
て

協
議
し
ま
し
た
。

　

支
部
規
程
の
見
直
し
に

つ
い
て
は
、
条
文
の
移
動

や
重
複
や
削
除
箇
所
を
確

認
し
、
支
部
長
の
役
割
や

選
出
方
法
に
つ
い
て
明
文

化
し
ま
し
た
。

　

当
協
会
は
第
３
回
総
務

委
員
会
を
、
８
月
24
日
午

後
２
時
よ
り
、
Ｗ
ｅ
ｂ
会

議
形
式
で
開
催
し
ま
し

た
。
支
部
規
程
の
見
直
し

や
支
部
推
薦
理
事
の
推
薦

基
準
に
つ
い
て
の
確
認
方

法
、
会
員
増
強
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
の
取
り
組
み
、
Ｓ

１
９
７
８
年
の
目
安
制
度

の
開
始
以
来
、
最
大
の
引

き
上
げ
幅
と
な
り
ま
し

た
。

　

47
都
道
府
県
の
う
ち
、

目
安
額
を
超
え
た
の
は
７

県
。ま
た
今
回
の
改
定
で
、

全
都
道
府
県
で
８
０
０
円

を
超
え
ま
し
た
。
新
し
い

最
低
賃
金
は
、
10
月
か
ら

順
次
適
用
さ
れ
ま
す
。

す
る
「
休
業
補
償
プ
ラ
ン

制
度
」（
東
京
海
上
日
動

火
災
保
険
㈱
）に
つ
い
て
、

審
議
事
項
と
し
て
常
務
理

事
会
に
上
程
す
る
こ
と
に

し
ま
し
た
。

は
、
10
月
14
・
15
日
に
開

催
予
定
の
建
築
物
排
水
管

清
掃
技
士
資
格
講
習
に
お

け
る
、実
技
講
習
（
課
題
）

の
講
師
担
当
の
割
り
振
り

と
役
割
分
担
な
ど
を
協

議
・
決
定
し
ま
し
た
。

支
部
新
体
制
を
整
備

�

近
畿
支
部
幹
事
会

支
部
規
程
の
見
直
し
な
ど
協
議

�

第
３
回
総
務
委
員
会

都道府県別最低賃金（時給）
� （円）

都道府県 時給 都道府県 時給
（前年比） （前年比）

北海道 889 ＋ 28 滋賀 896 ＋ 28

青森 822 ＋ 29 京都 937 ＋ 28

岩手 821 ＋ 28 大阪 992 ＋ 28

宮城 853 ＋ 28 兵庫 928 ＋ 28

秋田 822 ＋ 30 奈良 866 ＋ 28

山形 822 ＋ 29 和歌山 859 ＋ 28

福島 828 ＋ 28 鳥取 821 ＋ 29

茨城 879 ＋ 28 島根 824 ＋ 32

栃木 882 ＋ 28 岡山 862 ＋ 28

群馬 865 ＋ 28 広島 899 ＋ 28

埼玉 956 ＋ 28 山口 857 ＋ 28

千葉 953 ＋ 28 徳島 824 ＋ 28

東京 1,041 ＋ 28 香川 848 ＋ 28

神奈川 1,040 ＋ 28 愛媛 821 ＋ 28

新潟 859 ＋ 28 高知 820 ＋ 28

富山 877 ＋ 28 福岡 870 ＋ 28

石川 861 ＋ 28 佐賀 821 ＋ 29

福井 858 ＋ 28 長崎 821 ＋ 28

山梨 866 ＋ 28 熊本 821 ＋ 28

長野 877 ＋ 28 大分 822 ＋ 30

岐阜 880 ＋ 28 宮崎 821 ＋ 28

静岡 913 ＋ 28 鹿児島 821 ＋ 28

愛知 955 ＋ 28 沖縄 820 ＋ 28

三重 902 ＋ 28 全国平均 930 ＋ 28

全国平均930円に
過去最高の最低賃金改定

（3） 令和３年10月号 全　管　協　ニ　ュ　ー　ス （毎月１回発行） 第４０９号



　

◇
新
入
会
員（
敬
称
略
）

【
東
京
支
部
】

　

▽
㈱
照
輝
：〔
９
月
入

会
〕代
表
者
＝
坂
中
康
二

（
代
表
取
締
役
）。住
所
＝

〒
１
４
４-

０
０
５
６
、東

京
都
大
田
区
西
六
郷
２-

２
２-

４
、Ｔ
Ｅ
Ｌ
０
３-

３
７
３
３-

７
８
９
９
、Ｆ

Ａ
Ｘ
０
３-

４
２
９
６-

１
８
８
４

　

◇
会
社
名
・
代
表
者
変

更（
敬
称
略
）

【
南
関
東
支
部
】

　

▽
㈱
清
美
環
：
㈲
清
美

環
か
ら
㈱
清
美
環
に
変

更
。代
表
取
締
役
が
保
阪

努
か
ら
小
林
千
尋
に
変
更

（
９
月
１
日
）

【
近
畿
支
部
】

　

▽
Ｎ
Ｓ
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
㈱
：
日
本
水
理
㈱
か
ら

Ｎ
Ｓ
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
㈱

に
変
更
。代
表
取
締
役
が

小
久
保
和
則
か
ら
齊
藤
太

嘉
志
に
変
更（
９
月
30
日
）

会
員
だ
よ
り

　

国
土
交
通
省
は
７
月
30

日
、
全
国
の
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
業
者
に
対
す
る
２ 

０
２
０
年
度
全
国
一
斉
立

入
検
査
結
果
を
公
表
し
ま

し
た
。
今
回
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
で
検
査
数
が
85
社
と

大
幅
に
減
少
し
ま
し
た

が
、
こ
の
う
ち
27
社
に
是

正
指
導
を
行
い
ま
し
た
。

　

今
回
の
検
査
は
、
前
年

度
に
引
き
続
き
、
①
管
理

業
務
主
任
者
の
設
置
②
重

要
事
項
の
説
明
等
③
契
約

の
成
立
時
の
書
面
の
交
付

④
財
産
の
分
別
管
理
⑤
管

理
事
務
の
報
告
、
の
５
つ

の
重
要
項
目
を
中
心
に
調

査
し
ま
し
た
。

　

検
査
対
象
は
、
前
年
度

よ
り
60
社
少
な
い
85
社
、

是
正
指
導
は
同
34
社
少
な

い
27
社
。
指
導
率
は
31
・

８
％
と
な
り
、
昨
年
度

（
42
・
１
％
）
と
比
較
す

る
と
10
・
３
ポ
イ
ン
ト
下

回
り
ま
し
た
。
過
去
５
年

間
の
平
均
（
41
・
３
％
）

と
比
べ
る
と
９
・
５
ポ
イ

ン
ト
下
回
り
ま
し
た
。

　

是
正
指
導
事
項
別
の
指

導
社
数
は
、「
重
要
事
項
の

説
明
等
」
が
最
も
多
く
18

社
（
前
年
度
38
社
、
指
導

率
21
・
２
％
）、次
い
で「
契

約
の
成
立
時
の
書
面
の
交

付
」
９
社
（
同
34
社
）、「
財

産
の
分
別
管
理
」６
社（
同

14
社
）、「
管
理
事
務
の
報

告
」
６
社
（
同
27
社
）、「
管

理
業
務
主
任
者
の
設
置
」

２
社
（
同
２
社
）
の
順
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

全
般
的
な
傾
向
と
し
て

は
、
是
正
指
導
社
数
の
割

合
は
前
年
度
よ
り
減
少
し

ま
し
た
が
、
一
部
の
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
業
者
に
つ
い

て
は
、「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管

理
の
適
正
化
の
推
進
に
関

す
る
法
律
」
の
各
条
項
に

対
す
る
理
解
不
足
が
見
ら

れ
ま
し
た
。

　

国
土
交
通
省
は
８
月
３

日
、
今
年
６
月
に
施
行
さ

れ
た
賃
貸
住
宅
管
理
業
法

に
基
づ
く
賃
貸
住
宅
管
理

業
者
の
登
録
に
つ
い
て
、

全
国
３
８
５
事
業
者
が
登

録
し
た
と
発
表
し
ま
し
た
。

　

新
た
な
法
律
で
は
、
賃

貸
住
宅
管
理
業
者
と
し

て
、
オ
ー
ナ
ー
の
委
託
に

よ
り
賃
貸
住
宅
の
①
維
持

保
全
②
維
持
管
理
と
併
せ

た
家
賃
等
の
金
銭
管
理
、

な
ど
を
行
う
事
業
者
と
定

義
（
サ
ブ
リ
ー
ス
事
業
者

で
も
該
当
す
れ
ば
登
録
対

象
）。

　

義
務
事
項
に
つ
い
て
は
、

①
業
務
管
理
者
の
配
置

（
事
務
所
ご
と
）
②
管
理

受
託
契
約
締
結
前
の
重
要

事
項
の
説
明
（
業
務
内
容

や
実
施
方
法
、
オ
ン
ラ
イ

ン
説
明
や
電
子
書
面
交
付

可
能
）
③
財
産
の
分
別
管

理
（
家
賃
等
を
自
己
財
産

と
別
口
座
で
分
別
）
④
定

期
報
告
（
業
務
状
況
を
最

低
年
１
回
オ
ー
ナ
ー
に
報

告
）が
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

管
理
戸
数
が
２
０
０
戸

以
上
で
あ
れ
ば
国
土
交
通

大
臣
へ
の
登
録
が
必
要

で
、
２
０
０
戸
未
満
の
場

合
は
任
意
登
録
と
な
り
ま

す
。

　

国
土
交
通
省
は
８
月
６

日
、
２
０
２
１
年
度
「
マ

ン
シ
ョ
ン
ス
ト
ッ
ク
長
寿

命
化
等
モ
デ
ル
事
業
」
の

第
１
回
採
択
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
公
表
し
ま
し
た
。
計

画
支
援
型
２
件
、
工
事
支

援
型
３
件
を
採
択
し
、
工

事
支
援
型
で
は
「
住
み
な

が
ら
の
工
事
に
よ
る
共
用

給
排
水
管
改
修
工
事
」
が

採
択
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
回
の
採
択
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は
、「
耐
震
改
修
等
の

性
能
向
上
改
修
の
実
績
の

あ
る
マ
ン
シ
ョ
ン
に
お
け

る
、
中
長
期
的
な
計
画
に

基
づ
く
共
用
給
排
水
管
の

改
修
工
事
」（
対
象
物
件
・

四
谷
ガ
ー
デ
ニ
ア
、
実
施

会
社
・
㈱
エ
フ
ビ
ー
エ

ス
）。
非
構
造
部
材
の
耐

震
対
策
と
し
て
、
居
住
し

な
が
ら
共
用
排
水
管
、
共

用
給
水
管
お
よ
び
専
有
住

戸
の
給
水
管
・
給
湯
管
を

樹
脂
配
管
に
更
新
す
る
工

事
を
行
う
予
定
で
す
。

　

同
事
業
は
昨
年
度
か
ら

ス
タ
ー
ト
し
、
工
事
支
援

型
で
は
排
水
管
改
修
工
事

の
採
用
が
続
い
て
い
ま
す
。

◇
輝
く
女
性
の
活
躍
を
加

速
す
る
「
男
性
リ
ー
ダ
ー

の
会
」（
内
閣
府
男
女
共

同
参
画
局
）

　

さ
ま
ざ
ま
な
女
性
の
意

欲
を
高
め
、
能
力
を
最
大

限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
、

女
性
活
躍
推
進
の
取
り
組

み
を
推
進
。
２
０
１
４
年

６
月
に
企
業
経
営
者
等
９

人
で
発
足
し
、
全
国
約

２
６
０
人
の
企
業
経
営
者

や
知
事
、
市
町
村
長
な
ど

が
参
加
（
２
０
２
１
年
６

月
末
時
点
）。入
会
メ
リ
ッ

ト
は
、
①
企
業
経
営
者
や

自
治
体
首
長
と
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
構
築
②
女
性
活

躍
の
好
事
例
・
ノ
ウ
ハ
ウ

を
共
有
③
自
社
の
取
り
組

み
を
発
信
な
ど
。

　

全
国
中
小
企
業
団
体
中

央
会
か
ら
の
お
知
ら
せ
で

す
。

◇
「
令
和
３
年
豪
雨
災
害

等
被
災
者
の
た
め
の
心
と

健
康
の
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」

（
独
立
行
政
法
人
労
働
者

健
康
安
全
機
構
）

　

被
災
住
民
（
事
業
者
、

労
働
者
お
よ
び
そ
の
家
族

等
）
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

に
関
す
る
相
談
お
よ
び
健

康
不
安
に
関
す
る
相
談
な

ど
を
、
最
寄
り
の
労
働
基

準
監
督
署
等
の
関
係
機
関

が
対
応
し
て
い
ま
す
。

　

▽
電
話
番
号
：
０
１
２ 

０-

２
０
０-

８
２
６（
フ

リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
）、
受
付

時
間
：
午
前
10
時
〜
午
後

５
時
（
土
日
祝
日
除
く
）。

全
国
ど
こ
か
ら
で
も
、
携

帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
か
ら
も

無
料
で
利
用
可
能
。

３
８
５
事
業
者
が
登
録

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
制
度

共
用
給
排
水
管
改
修
工
事
が
採
択

21
年
度
Ｍ
ス
ト
ッ
ク
長
寿
命
化
等
モ
デ
ル
事
業

21
年
度
建築物排水管清掃作業
従事者研修 [宮城 ]

宮城会場　22人 2021年８月26日
宮城県婦人会館（宮城県仙台市）

１．建築物衛生法と関係法令および
　　排水管清掃作業の安全と衛生 大中　武弘講師

（一社・全国管洗浄協会技術委員）２．排水設備概論
３．点検診断・検査
４．排水設備の清掃実務および
　　清掃機器の使用方法 照沼　拓講師

（一社・全国管洗浄協会専務理事）
５．業務管理一般論

講
義
の
様
子

照
沼
講
師

大
中
講
師

★
中
央
会
の
お
知
ら
せ

2021年度建築物排水管清掃作業従事者研修（11～12月分まで）

開催日 会場
募集

人員

11 月 2 日

（火）
（福岡）

福岡生活衛生食品会館

( 福岡県福岡市博多区千代 1-2-4)
70 名

11 月 25 日

（木）
（広島）

ＲＣＣ文化センター

( 広島市中区橋本町�5-11)
40 名

12 月 9 日

（木）
（東京②）

機械振興会館

( 東京都港区芝公園 3-5-8）
70 名

2021 年度建築物排水管清掃技士資格講習・再講習

開催日 会場
募集

人員

10 月 14 ・ 15 日

（木 ・ 金）
（大阪）

東大阪人材開発センター

（大阪府東大阪市菱江 6-9-10)
24 名

10 月 28 ・ 29 日

（木 ・ 金）
（福岡）

ポリテクセンター飯塚

（福岡県飯塚市柏の森 83-9）
24 名

11 月 11 ・ 12 日

（木 ・ 金）
（埼玉）

埼玉県立中央高等技術専門校

( 埼玉県上尾市戸崎 975）
24 名

※再講習はオンラインで実施の予定

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者
27
社
に
是
正
指
導

20
年
度
全
国
一
斉
立
入
検
査

国交省

▲�詳細は�
こちら
から

いつの時代もRIDGID《リジッド》はプロフェッショナルのために

〒224-0026 神奈川県横浜市都筑区南山田町4105
TEL : 045-534-8243　FAX : 045-624-9123　mail : cesridgid@ces-net.com

〒140-0002 東京都品川区東品川1-2-5 リバーサイド品川港南ビル5階
TEL : 03-5769-6953　FAX : 03-4496-4286　mail : RIDGID-CS@emerson.com

いつの時代もRIDGID《リジッド》はプロフェッショナルのために

株式会社コア･エレクトロニックシステム リジッド製品修理センター
●修理に関するお問合せ

日本エマソン株式会社　リッジ事業部

手動・電動両
用

オートフィー
ド 小型で

汎用性が高い

プロ用

●製品に関するお問合せ

新製品
〈Facebook〉 〈Instagram〉

パワースピン＋
品番：57043
適応管径：φ20～40mm
￥11,550（税込）

K-50
適応管径：φ19～100mm
￥211,200～（税込）

ケーブル残量
が

見える！
お手ごろな価

格！

革新的な
新機種が新登

場！

パワークリア
品番：59148
適応管径：φ19～38mm
￥42,570（税込）

●その他の製品情報はホームページよりご確認ください。　https://www.ridgid.jp

フレックスシャフト
（チェーン回転式ドレンクリーナー）
品番：64268　K9-102
適用管径：φ32～50mm
ケーブル径：φ6mm
ケーブル長：15.2m
￥212,300（税込）

品番：64278　K9-204
適用管径：φ50～100mm
ケーブル径：φ8mm
ケーブル長：21.3m
￥319,000（税込）

●ケーブル先端のチェーンが回転し、
  管内いっぱいに広がります！
●遠心力で詰まりを効率的に除去！
●充電式電動ドリルを使用。
  コードレスで持ち運びにも便利！

〈製品紹介動画〉

（4）令和３年10月号全　管　協　ニ　ュ　ー　ス（毎月１回発行）第４０９号


